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Ａ. 研究目的 

新型コロナウイルス感染症等を含む 新興感染症

等の感染拡大時における医療のあり方について

は、令和３年の医療法改正において、医療計画へ

の「新興感染症等の感染拡大時における医療」が

追加された。いっぽうで地域医療構想については、

令和２年１月 17 日に各都道府県に対して、「公

立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等

について」（厚生労働省医政局長通知）を発出さ

れた。また、「地域医療構想の実現に向けたさら

なる取組」では診療実績等から定めた「診療実績

が特に少ない」や「類似した診療実績を有する医

研究要旨 

本研究では、急性期病院が有する DPC データおよびデータ提出加算を算定している医療機関

の診療情報等を活用して、医療圏毎に診療領域別の症例数等を可視化するとともに、将来の医

療需要を踏まえた想定される症例数等を推計し、急性期医療の機能連携・集約のために必要と

なる体制確保の手法を地域で検討するためのデータ分析基盤を構築する。 

 本研究は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた医療体制に関する分析基盤を構

築した。これにより、厚生労働省が保有する全国データの第三者提供を待たず、構築が急がれ

る医療計画や地域医療構想における医療体制の在り方に関する分析を、都道府県が主体となっ

て実施する際、即時性のある大規模診療情報データ分析基盤を、個人情報およびセキュリティ

に配慮した安全なデータ収集システムと運用方法を構築した。これにより全国都道府県への展

開が期待された。 

本研究により、将来の医療需要推計および新興感染症等の感染拡大時の体制の在り方につい

て、実際に感染拡大時における地域の急性期医療お期間が保有する診療情報を活用した医療体

制に関する分析方法を確立することにより、全国における将来の医療需要推計および新興感染

症等の感染拡大時の体制の在り方に関するデータ分析への見通しが明らかとなった。また、本

研究は急性期病院以外の医療機関の診療情報も包含していることから、今般の新型コロナウイ

ルス感染症の拡大時における ICUや HCU、急性期病棟ではなく、回復期病棟を利用することも

想定した新興感染症等と一般診療の両立を実現するための具体的な医療体制の在り方に関す

るデータ分析基盤を確立した。 
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療機関が近接している」指標に基づき、公立・公

的医療機関等の診療実績や将来の医療需要の動

向等を踏まえつつ医師の働き方改革の方向性も

加味して具体的対応方針の再検証を要請される

等、地域医療構想調整会議で協議し改めて合意を

得るよう要請された。今般の新型コロナウイルス

感染症の状況を踏まえ、「具体的対応方針の再検

証等の期限について」（令和２年３月４日付け医

政発 0304 第９号厚生労働省医政局長通知）にお

いて、2019 年度中とされた再検証等の期限に関

しては厚生労働省において改めて整理するとし

た。その後、令和２年８月 31 日付医政局長通知

（医政発 0831第３号）にて「再検証等の期限を含

め、地域医療構想に関する取り組みの進め方につ

いて、厚生労働省において改めて整理の上、お示

しする」。令和４年３月 24 日付医政局長通知（医

政発 0324第６号）にて「2022 年度及び 2023年度

において、地域医療構想に係る民間医療機関も含

めた各医療機関の対応方針の策定や検証・見直し

を行う」としたところである。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大時に

おいては、令和２年度に実施された厚生労働行

政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研

究事業）「新型コロナウイルス感染症への対応

を踏まえた、地域における医療提供体制の強化

のための研究（研究代表者 吉村健佑）」では、

新型コロナウイルス感染症による医療計画５

事業および在宅医療への影響を明らかにし、感

染症にも対応可能な医療提供体制に向けた医

療計画の見直しの検討における基礎資料とす

ることを目的に、医療機関の施設状況、患者受

入状況等の変化について、全国 8,427の医療機

関にアンケート調査を行い、分析結果を基に医

療計画への影響に関する研究成果を得た。 

本研究では、この研究を発展させ、急性期病

院が有する DPCデータ等を活用して、医療圏毎

に診療領域別の症例数等を可視化するととも

に、将来の医療需要を踏まえた想定される症例

数等を推計し、急性期医療の機能連携・集約の

ために必要となる体制確保の手法を地域で検

討するための分析基盤を確立することを目的

とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 データソース 

2019年 10月 1日から 2021年 9月 30日までの DPC

データおよびデータ提供加算を算定している医

療機関の診療情報データを用いる。DPC 調査デー

タの様式 1、様式 3、様式 4、入院と外来の Eファ

イル、F ファイル（または EF 統合ファイル）、D

ファイル、H ファイルを用いる。これらのファイ

ルから得られるデータのうち、下記の情報を分析

に用いる。 

・患者情報：性別、生年月日、居住区郵便番号、

傷病名、入退院年月日、死亡年月日等 

・診断情報：診療行為名（検査、手術、処置等）・

数量・実施日、医薬品名・数量・実施日等 

 また、DPC 調査データおよびデータ提出加算

を算定している急性期一般入院料や回復期リ

ハビリテーション入院料、療養病棟入院料等を

算定する出来高算定を行っている医療機関の

診療情報は、千葉大学医学部附属病院次世代医

療構想センターおよび名古屋大学医学部附属

病院が、それぞれの県内医療機関から直接デー

タを収集する基盤を構築する。その理由として、

厚生労働省が保有する匿名レセプト情報・匿名

特定健診等情報の第三者提供を通じた DPCデー

タは、2021 年度時点において 2019 年度診療分

のデータのみが保有されており、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大による影響分析が困

難であることと、第三者提供によるデータ収集

方法は、申出から審査・データ提出までに 1年

～2 年の期間を要するため、本研究期間を大幅
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に超過するためである。そのため本研究では、

対象医療機関から直接データを収集し、分析可

能なデータセットを生成するためのデータベ

ースを構築するに至った。 

 

分析方法 

構想区域別の主要診断群分類ごとの必要医

師数を算出する。必要医師数は、外保連試案の

「外科医師数」を用いることとし、外保連試案

マスタと診断群分類（DPC）電子点数表（手術）

を連結する。 

また、令和２年１月 17 日に各都道府県に対

して、「公立・公的医療機関等の具体的対応方

針の再検証等について」（厚生労働省医政局長

通知）にて「地域医療構想の実現に向けたさら

なる取組」として診療実績等から定めた「診療

実績が特に少ない」および「類似した診療実績

を有する医療機関が近接している」指標で用い

た診療領域ごとの手術および診療行為を用い

て、外保連試案マスタと診断群分類（DPC）電子

点数表（手術）を連結し、領域毎の必要医師数

を算出する解析計画を策定する。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は今般の感染症対応や将来の医療需要

に関する分析に活用するため、DPC 調査データお

よびデータ提出加算を算定している医療機関の

診療情報を用いたデータ分析基盤を構築するた

めの研究である。したがってデータは直接取り扱

わず、公表資料に基づいた資料を用いる研究のた

め、個人情報や動物愛護に関わる調査・実験は行

わない。研究の遂行にあたっては、各種法令や厚

生労働省医政局を始めとする関係各所の定めた

規定・指針等を遵守し必要な申請を行う。 

今後、本研究の成果を通じて、DPC データ提出

医療機関にて匿名化されたデータの提供を受け

ることが予想される。得られるデータは初めから

匿名加工情報（特定の個人を識別することができ

ないように個人情報を加工した情報）を用いた研

究であるが、DPC データは診療録から作成された

医事会計データを元に作成されているため、氏名

や被保険者番号等の個人情報は登録されていな

いものの、要配慮個人情報となる病歴が記載され

ていることから、匿名化されている場合でも、疾

病別の集計結果の値が少ないなどで個人推定が

されることが無いよう、データの組合せにより患

者個人が特定されないような集計（具体的には、

厚生労働省が公開している DPCデータの基準に則

り、最小集計単位を 10以上）とするなど、十分配

慮した上での分析を行うとともに、利用・保管場

所のアクセス制限、利用・保管方法、データの廃

棄、機器の保守を次の通り設定し遵守する。 

 

Ｃ. 研究結果 

 １．分析用マスタの作成 

 外保連試案マスタと診断群分類（DPC）電子点数

表（手術）を連結した結果、2019 年度、2020 年度、

2021 年度 DPC データのマスタとの紐づけを行っ

た。（図１および図２）外保連試案マスタには手

術難易度（B、C、D、E）が割り振られていること

から、手術難易度別に必要医師数を集計する解析

計画を追加した。 

 

図１ 主要診断群分類ごとの手術マスタ 
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図２ 外保連試案の手術難易度ごとの手術マスタ 

 さらに診療領域個別の分析用定義を別表にて

分野ごとの診療行為名称およびレセプト電算コ

ードならびに手術コードで整理し、2019 年度、

2020 年度、2021 年度ごとのマスタとの対応付け

を行った。（表１） 

 

２．DPCデータ分析基盤の構築 

 本研究によってデータ収集および分析基盤を

構築するため、以下の体制およびシステムを整備

した。（図３） 

1.DPC データは厚生労働省に提出するものと同じ

形式（患者別匿名化されたもの）とし、さらに暗

号化支援ソフト「DPCデータ収集用暗号化ツール」

を配布し、暗号化された状態で提供を受ける。 

2.「DPC データ収集用暗号化ツール」は以下の方

式で暗号化処理を行う。 

1)アイコンにドラッグ＆ドロップされたフォル

ダについて処理を行い、DPC 施設コード、保存先

を指定する 

2)フォルダ内のツリー構造を保持したまま、全フ

ァイルを gzip 圧縮して保存先フォルダへコピー

し、tar 形式でアーカイブする。 

3)tarアーカイブが１ファイルあたり450MByteを

超えないようにファイル分割する。 

4)tar アーカイブを公開鍵暗号化方式で暗号化す

るの機能を有する。 

3.暗号化方式は公開鍵暗号化方式であり、ハッシ

ュ・アルゴリズムは SHA-256、有効期限 20 年で秘

密鍵公開鍵ペアを作成する。暗号化ツールでは、

データの暗号化に使用する鍵を都度生成して、現

在実用化されている方式の中では、極めて強度が

高いとされる 128/192/256 ビットの鍵を用いた

「AES」でデータを暗号化する。 

4.使用した鍵を公開鍵で暗号化して、AES 暗号化

済みファイルに埋め込む。復号化時は秘密鍵を使

用して、データの暗号化に使用された鍵を復号化

し、これを使用してデータを復号化する。 

5.暗号化したデータは SSL通信とファイアウォー

ルを通じて、名古屋大学医学部附属病院メディカ

ル IT センターが管理するウェブサーバーおよび

データベースサーバーにて保管する。 

6.保管されたデータは千葉大学医学部附属病院 

次世代医療構想センターのデータ管理者が、外付

けハードディスクを持参し、名古屋大学医学部附

属病院メディカル IT センターから暗号化したデ

ータを受け取る。受け取ったデータは千葉大学医

学部附属病院 次世代医療構想センターのデー

タ解析室に設置したスタンドアロン端末にて複

合化を行う。 

 

図３ DPCデータ分析基盤の全体像イメージ 
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Ｄ. 考察   

 本研究では、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大を踏まえた医療体制に関する分析基盤を構

築した。これにより、厚生労働省が保有する全国

データの第三者提供を待たず、構築が急がれる医

療計画や地域医療構想における医療体制の在り

方に関する分析を、都道府県が主体となって実施

することが可能となることが示唆された。 

 特に新興感染症等は感染の流行が変動するだ

けでなく、変異体等の特性によって一般診療への

影響も大きく変動する。このような状況において

は即時的な分析体制が求められることが、今般の

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により明

らかとなったことを踏まえると、急性期病院だけ

でなく回復期や慢性期の機能を担う医療機関も

重要な役割を果たす。したがってデータ分析に基

づく政策決定プロセスにおいても、急性期病院の

DPC データだけでは不十分であることから、デー

タ提出加算を算定している医療機関の診療情報

を含めた、即時性のある大規模診療情報データ分

析基盤の構築の重要性が示唆された。本研究では、

個人情報およびセキュリティに配慮した安全で

具体的なデータ収集システムおよびその運用方

法の構築が達成されたことから、全国都道府県へ

の展開が期待される。 

 しかしながらいっぽうで、データ提出加算を算

定している医療機関が保有する診療情報データ

は、診療報酬制度の理由により詳細な診療行為が

含まれていない可能性がある。たとえば療養病床

や回復期リハビリテーション病床においては入

院基本料に含まれる診療行為の明細が算定され

ないことから判断が難しい場合がある。本研究は

手術行為を対象とすることで、すべての診療行為

明細を把握することとしたが、内科系診療行為の

評価を実施する場合は留意が必要である。 

  

Ｆ. 健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

特になし 

２．学会発表 

特になし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 

 


